
H26 H27 合計

計画 436,773 428,396 1,287,744

実績（総合含む） 617,294 843,463 2,054,833

実績（単純含む） 590,197 805,636 1,969,459

１．継続的で開かれた行政運営の推進

（１）民間委託と市民協働の積極的推進 単位：千円

担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

-9,450 -9,450 -9,450

検討実施 → →

6,414(※１) 6,144(※１) 7,189(※１)

検討実施 → →

単
純
実
績

-9,450(※２) -9,720(※２) -16,200(※２)

-24,994 -24,994 -24,994

検討実施 → →

657(※１) 401(※１) 261(※１)

検討実施 → →

単
純
実
績

4,796(※２) -2,107(※２) -5,899(※２)

番
号

594,076

*22年度以降の新規事業は実施初年度対比

全部会（行政改
革推進室）

２

指定管理者制度等
の活用、指定管理
施設の再検証

公の施設について、引き続き市民
サービスの維持向上と経費の節減に
努めるとともに、管理のあり方を検
討し、引き続き本制度を活用する。
活用にあたっては導入効果・委託料
の検証、受託事業者等の育成を図
り、施設利活用のさらなる活性化を
図る。
既導入済施設については、社会経済
情勢等の変化に対応した施設の民間
移管・廃止等市営施設運営のあり方
についても検討していく。

介護予防センターなど指定管理者制度導入施設の検
討、施設の活性化を図るための運営状況の検証等によ
る育成支援、公募対象施設の拡大を検討していく。ま
た、社会経済情勢の変化に対応した市営施設運営のあ
り方についても検討していく。

全部会（行政改
革推進室）

１

業務委託・民営化
等の推進

組織の見直しや業務の見直しを図り
ながら、定型的な業務など事務事業
全般にわたって見直しを図り、行政
と民間等の役割分担を明確化し、さ
らなる業務委託（移管）化・民営化
を検討実施する。
また、業務委託（移管）にあたって
の担い手となる組織育成についても
検討を進める。

業務委託・派遣職員・再任用・非常勤職員等による定
形型業務（財務会計入力・広報配布仕分・各種郵便物
発送・市営住宅管理・収納管理電話督促業務・健診予
防接種等）、保育園関係、地域包括支援センター、児
童館、放課後児童クラブの業務委託やあり方等の検討
実施する。業務移管に際しては、民間事業者のほか、
行政経験・知識を有した退職者の再任用等による活用
についても検討する。

計
画

計
画

【市民課】４月より、委託業務の拡大を実
施、出入力業務に加え、証明書受付・発
行業務を追加委託した。

【給食調理業務委託】南・北については、
3年間（H25～27）の委託契約期間満了
により、再度プロポーザルにより（H28～
30）委託事業者の選定を行った。

【放課後児童クラブ全般】設置基準への
適合化を図るため、平成31年度までに
達成されるべき目標事業量などを盛り込
んだ「放課後子ども総合プラン白石市行
動計画」を策定した。

【介護予防センター】
法改正により、一般介護予防事業の継
続事業を実施しながら地域介護予防活
動支援事業への指導者養成事業等利用
体制の移行期間中であることとマシン利
用の経費等について検討したが、現状
のまま継続することとした。

【ひこうせん】
民営化には採算性の問題等があり、引
き続き検討を要する。組織再編により所
管を子ども家庭課に移管した。

総
合
実
績

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

（※１）総合実績
H27　減少分（H25分）職員人件費（2人）+
減少分（H27分）職員人件費（1人）+（※
2）業務委託料＝7,189千円
H26　減少分職員人件費（2人)＋(※2）業
務委託料＝6,144千円
H25　減少分職員人件費（2人)＋(※2）業
務委託料＝6,414千円
　【参考】職員人件費平均
　　H27年度　7,525千円
　　H25･26年度　7,932千円
（※２）単純実績
戸籍住民基本台帳入力業務委託料
（H27年度：-16,200千円）
（H26年度：-9,720千円）
（H25年度：-9,450千円）

窓口業務委託の拡大、保健関係業務の
一本化を図るなどの機構改革を行い、住
民サービスの利便性向上に努めた。
また、平成27年度に開所した西保育園
に替わる私立認可保育園を支援し、南・
北保育園の給食調理については再度業
務委託事業者の選定を行った。
児童館についてはNPO法人による業務
委託を開始し、放課後児童クラブについ
ては連絡協議会を開催するなど、業務の
平準化を行った。
引き続き、組織再編や、業務の見直しに
ついては、行政と民間等の役割分担を
明確化し、効率的かつ効果的な運営方
法について検討を進めていく。

（※１）総合実績【1事業あたり管理運営
費比較】
H27：12,663千円　→　261千円
H26：12,523千円　→　401千円
H25：12,267千円　→　657千円
（※２）単純実績【管理運営費総額単純
比較】
H27：341,913千円　→　-5,899千円
H26：338,121千円　→　-2,107千円
H25：331,218千円　→　-4,796千円
　【参考：H21年度】
・1事業あたり管理運営費12,924千円
・管理運営費336,014千円

平成27年度までに33施設が指定管理へ
移行しており、市民サービスの維持向上
と経費の節減に努めてきた。
次期集中改革プランでは運営状況の検
証等による育成支援など運営のあり方
について検討を行っていく。

白石市行財政改革推進計画（集中改革プラン）【第二次改訂版】実施プログラム　平成27年度取組実績及び平成25～27年度までの取組総括

H25

効果額合計
(千円）

573,626

422,575

項　目　名 平成27年度取組実績
効果額(対21年度比＊）

取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等

総
合
実
績
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担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

－ － －

検討 → →

－ － －

検討 → →

（２）業務効率化の推進
担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討実施 → →

29 58 87

継続実施 → →

213 342 295

継続実施 → →

－ － －

検討 検討実施 →

－ － －

検討 → →

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討 検討実施 検討実施

－ － －

検討実施 → →

－ － －

実施 → →

－ － －

検討 検討実施 →

－ － －

検討 検討実施 →

今後の包括的委託を視野に、業務内容の把握、費用対効
果等を精査し、外部委託に向け検討していく。

計
画

実
績

実
績

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）

平成27年度取組実績
平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

１０

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容

ＮＰＯ法人・ボラ
ンティア団体等の
育成と活用

各施設の修繕計画
等の策定

９

３

８

宿日直業務の見直
し
（上下水道事業
所）

全部会（行政改
革推進室）

全部会（行政改
革推進室）

実
績

全部会（行政改
革推進室）

市内の老朽化した施設について、そ
の目的や利用状況等を考慮しなが
ら、施設ごとの更新・修繕・解体計
画を策定して予算措置や問題点の把
握に努める。

東日本大震災からの災害復旧状況を勘案しながら、各施
設の修繕計画等を策定し、適切な維持管理を行っていく。

全部会（財政
課）

各所属において審議会・委員会の必要性・委員数の見
直し検討を継続し、無償または半日単位の報酬支給や
開催回数の抑制等、支出額の抑制に努め、公募制によ
る選出や女性・若年層の登用など効果的な会議運営を
図る。

外郭団体等への関与状況を把握し、関与における課題
や問題点を検証し、財政的･人的支援の見直し等を通
じて各団体の自立や効率的な運営を促す。

実
績

計
画

実
績

計
画

ＮＰＯ・ボランティア団体等の育成
を図りながら、市民協働の意識啓発
に努め、市民との良好なパートー
ナーシップを構築する。

全部会（行政改
革推進室）

全部会（行政改
革推進室）

市が事務局を所管している外郭団体
等への財政的・人的支援を含めた、
抜本的な関与の見直しを行い、各団
体の自立を促す。より効率的な運営
を図るため他の団体等との連携や事
務局の移管等を検討する。

東日本大震災復興計画におけるイベントの位置付け及
び第５次白石市総合計画に掲げる「交流拠点都市」実
現に向けた取り組み等を見きわめつつ、仙台・宮城DC
イベントの終了を契機にイベント等の見直しを検討し
ていく。

計
画

計
画

総務部会
（企画情報課・
総務課ほか）

各種行事・イベント等の類似性のあ
るものについて、統合・廃止・縮小
を含めて検討する。また、イベント
と行政（職員）の関わり方について
も見直しを行う。

番号制度に対応した各業務システム及
び次期基幹業務システムの導入し、効
率的なシステムの構築を図った。

実
績

計
画

実
績

費用対効果が高く、効率的で使いや
すいシステムを目指し、危機管理対
策の視点も加味した総合的な検討を
実施する。

東日本大震災以降イベント開催が復興
と結びつくなど位置づけが大きく変化し
た。
交流拠点都市実現に向けた取り組みを
見極めつつ、各種行事やイベント等の見
直し、行政の関わり方については継続的
に検討を進めていく。

財産管理データの洗い出し、資料収集を
進め、固定資産台帳の整備を進めた。
施設の適切な維持管理を行うため、公共
施設等総合管理計画策定等の取り組み
を進めていく。

商業回線網利用分のＮＧＮ化を行い、高
速化と効率化を行った。また、保健福祉
や住基、財務会計等のシステム更新に
あたっては検討を積み重ね、費用対効
果が高く、効率的で使いやすいシステム
の導入を行った。
引き続き、番号制度対応した各業務シス
テム及び次期基幹システムの運用を進
める。

平成26年4月1日から宿日直業務を廃止
し、事務改善を行った。
上下水道事業財政収支計画等を踏ま
え、包括的委託等について検証を行って
いく。

外部施設ネットワーク網、庁内LANの高速化更新検
討、情報系ネットワーク機器の外部化、庁内ＬＡＮ運
用方法等の変更、自治体クラウドの検討等、引き続き
効率的な電算システムの導入を検討実施していく。
将来的なマイナンバー制度導入による各所属間の情報
連携等の諸準備を進めていく。

業務効率化・費用対効果等を勘案
し、現行制度の見直しについて検討
していく。

上下水道事業
所部会

宿日直業務廃止後の検証と包括的委託
については、県内市町の状況及び委託
業務内容の把握検討を引き続き行った。

計
画

４

新たな民間活力導
入手法の検討

６

効率的な電算シス
テムの導入

実
績

引き続き市民協働に向けたＮＰＯ、やる気応援隊、自
主防災組織、サンキューロードプログラム等の積極的
支援を実施する。
放課後児童クラブでは、「福岡放課後児童クラブ設立
準備委員会」の設置等により、平成26年度からの児童
クラブ開所を支援する。

引き続き審議会・委員会の必要性の
検討や委員数の見直しを進めるとと
もに、より多様な意見を反映させて
効率的・効果的な審議会等にするた
め、公募制や女性・若年層の登用な
どについて検討する。

５

外郭団体等への関
与の見直し

各種審議会、委員
会等の見直し

７

各種行事・イベン
ト等の見直し（統
廃合・縮小・廃
止）

各種市民活動の支援を継続実施すると
ともに、各団体の現状等を把握し、施設
の管理運営等の市民協働に向けた支
援・育成方針を検証していく。

民間の資本力活用などを行い、平成27
年度に給食センターが新設された。
効率的な行政運営が可能となる手法に
ついて継続的に検討を行う。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

外郭団体等への財政的・人的支援につ
いて聞き取りを行うなど検証を行ってき
た。
引き続き予算ヒアリング等において、各
所属の所管団体への財政的・人的支援
状況を把握し、効率的な運営について検
討をしていく。

半日単位の報酬支給や委員数等の継続
的な見直しを図り、経費節減に努めた。
引き続き予算ヒアリング等において選出
や支出額抑制の状況について把握する
とともに、公募制や女性・若年層の登用
など効果的な会議運営について検討を
行っていく。

【放課後児童クラブ】設置済みの地区（大
平・福岡）については、継続して運営を支
援した。未設置地区については、子ども
家庭課・生涯学習課と連携し、設置の意
向確認を行い「放課後子ども総合プラン
白石市行動計画」に反映した。

給食センターの新設など、民間の資本力
を活用し、効率的な行政運営が可能とな
る手法について検討を進めた。

予算ヒアリングにおいて、各所属の所管
団体及び人的支援状況の問題点・課題
等を確認した。

平成27年度において、固定資産台帳の
整備を行った。なお、地方公会計につい
ては、公共施設等総合管理計画と共に
平成28年度中に整備を行っていく。

予算ヒアリングにおいて、各所属の審議
会・委員会の委員数についての見直し検
討及び報酬額の抑制について確認し
た。

各種行事やイベントに係る見直し方法に
ついて検討を行った。

計
画

平成27年度取組実績

施設建設を伴う公共サービスの提供に当たり、施設管
理財源の確保及び維持管理費の増蒿対策の一つとし
て、民間の資金、ノウハウ、効率性を活用し、行財政
の効率化と公共サービスの向上を目指すため、PFI等
新たな整備運営手法の検討を行う。

施設整備及び管理運営等への新たな
民間活力同入手法を検討する。

具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）
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（３）市民サービスの維持向上

担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

-630 -630 -630

検討 検討実施 →

163(※１) 153(※１) -988(※１)

検討 → →

単
純
実
績

-630(※２) -640(※２) -1,741(※２)

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討 → →

-3,150 -3,150 -3,150

継続実施 → →

4,782(※１) 4,692(※１) 4,285(※１)

継続実施 → →

単
純
実
績

-3,150(※２) -3,240(※２) -3,240(※２)

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討実施 → →

計
画

計
画

効果額(対21年度比＊）

１３

市庁舎内収納窓口
の設置

１１

番
号

項　目　名

窓口業務等のワン
ストップ化推進

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

（※１）総合実績
H27：減少分職員人件費（7,525千円×
0.1人分）+コンビニ収納手数料（-
1,741,451円）＝-988,951円
H26：減少分職員人件費（7,932千円×
0.1人分）+保育料口座振替システム保守
費用（-640千円）＝153,200円
H25：減少分職員人件費（7,932千円×
0.1人分）＋保育料口座振替システム保
守費用（－640千円）＝163,200円
（※２）単純実績
H27：ｺﾝﾋﾞﾆ収納手数料　1,741,451円
H26：保育料口座振替システム保守費用
640千円
H25：保育料口座振替システム保守費用
630千円
　【参考】職員人件費平均
　　H27年度　7,525千円
　　H25･26年度　7,932千円
H27.4.1より市税4税（市県民税、固定資
産税・都市計画税、国民健康保険税、軽
自動車税）、H27.6より上下水道料金・使
用料について、コンビニ収納が導入さ
れ、住民サービスの利便性が図られた。
クレジットカードによる収納の調査・検討
を進めていく。

さらなる市民サービスの向上・利便
性向上を図るため、保険関係業務の
窓口一本化を検討する。

具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等

引き続き税や公共料金の口座振替を
推進するとともに、コンビニ収納等
多様な収納機会の提供を検討する。

わいわいトークの実施による広聴・広報業務の充実を始
め、市長が直接市民と関わり、ふれあう機会を設ける。

総
合
実
績

実
績

総
合
実
績

市民サービスの向上・利便性向上を図るため、市庁舎１階
及び健康センター等の窓口業務の効率化・ワンストップ化
を検討する。

全部会（税務
課・上下水道事
業所等）

引き続き市庁舎内収納窓口を開設し、併せて各所属にお
ける収納のワンストップ化を推進実施していく。

全部会
（会計課）

民生部会・総務
部会（行革・市
民課・健康推進
課・税務課ほ
か）

全部会
（総務課）

計
画

実
績

１４

開かれた行政の推
進（市民と市長の
ふれあい）

市民と市長がふれあえる機会を増や
すことにより、市民の理解や協力を
深める。

取　　　組　　　内　　　容

近隣市町の動向や費用対効果を勘案しつつ、各種市税及
び上下水道使用料等のコンビニ収納及びクレジットカード
収納等を検討実施する。

１２

多様な収納機会の
提供

H27.4.1より市税4税（市県民税、固定資
産税・都市計画税、国民健康保険税、軽
自動車税）、H27.6より上下水道料金・使
用料について、コンビニ収納を導入し、
多様な収納機会の提供を実施すること
で、住民サービスの利便性が図られた。

市税等のコンビニ収納により、収納窓口
での取扱件数、金額とも昨年度より20～
25%の減となったが、コンビニ収納対象外
を含めた収納窓口として、各所属の収納
業務のワンストップ化と業務の円滑な実
施に努めるとともに、市民の利便性向上
が図られた。

平成27年度取組実績

市民サービスと利便性の向上を図るた
め、住民異動に係る窓口業務の再編を
平成28年4月1日から行った。
さらなる窓口業務の連携を進め、住民が
利用しやすい業務を目指し、効率化を
図っていく。

（※１）総合実績
H27：職員１人平均人件費（7,525千円）
＋市税等収納窓口委託料（-3,240千円）
＝4,285千円
H26：職員人件費（7,932千円）＋市税等
収納窓口委託料（-3,240千円）＝4,692千
円
H25：職員人件費（7,932千円）＋市税等
収納窓口委託料（ｰ3,150千円）＝4,782
千円
（※２）単純実績（市税等収納窓口委託
料）　H27：3,240千円
　　　H26：3,240千円　H25：3,150千円
　【参考】職員人件費平均
　　H27年度　7,525千円
　　H25･26年度　7,932千円

3年間で188,524件、収納額で26億4千万
円と収納窓口として大きな役割を担うこ
とが出来た。
今後も引き続き、施設等の収納業務の
ワンストップ化とともに業務の円滑な実
施に努めていく。

市民と市長がふれあえる場が定期的に
設置され、意見交換が進められた。
市民の理解や協力を深めるため、ふれ
あえる場の設置について検討を行ってい
く。

市長の地区懇談会を開催し、地方創生
やマイナンバー等各種事業について意
見交換を行った。地区からの意見要望等
については対応策を検討し、可能な案件
については対応を行った。

市民の利便性を確保するため市営に
よる市税等収納窓口を継続設置する
とともに、各所属における収納のワ
ンストップ化も推進実施する。

計
画

国民年金係は健康推進課所管となり、
連携について市民課、税務課、子ども家
庭課、健康推進課等関係各課と協議を
重ねた。
住民異動に伴う処理の遺漏を防ぎ、手
続きの簡略化を図るとともに、マイナン
バー利用事務の開始に併せ、住民異動
届の様式変更や、異動に伴い手続きが
必要となる所属の場所と内容を明示した
連絡表の利用により連携を強化した。
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２．安定的な財政基盤の確立

（１）自主財源の確保
担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

－ － －

継続実施 → →

86,219 58,214 12,530

継続実施 → →

14,077 13,930 13,789

検討 → →

16,361 15,835 15,703

検討 → →

－ － －

検討 検討実施 →

－ － －

検討 検討 検討実施

6,000 6,000 6,000

検討 → →

6,200 5,700 5,700

検討 検討 検討

4,461 4,301 4,144

検討 検討実施 →

4,150 3,465 5,011

実施 → →

－ － －

検討 検討実施 →

－ － －

検討 検討 →

130,524 119,835 112,331

継続実施 → →

141,334 124,936 115,319

継続実施 → →

【公園使用料等の見直し】
適正な料金水準・料金体系を検討し、見直しを図る。

実
績

計
画

実
績

証明手数料（住民票・印鑑証明・税証明等）、施設使
用料・減免基準（貸館施設・学校開放）、各種行政
サービス利用者負担（放課後児童クラブ・各種健診・
福祉サービス等）の見直しを検討していく。

項　目　名
効果額(対21年度比＊）

全部会（行政改
革推進室）

取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等

建設部会（都市
整備課）

【市営駐車場使用料金の見直し】
受益者負担の徹底と料金の適正化を図るため、今後も
社会経済情勢の変化等を見きわめながら見直しを検討
していく。 建設部会（都市

整備課）

計
画

１５

未利用財産の売
却・貸付の推進

市有財産の適正な維持管理を徹底
し、未利用財産については売却や貸
付等の有効活用を図り、財源を確保
する。 総務部会

（財政課）

売却可能資産を公表し、引き続き優良宅地を中心に普
通財産の売却を進めるとともに、普通財産の貸付けに
ついても適正価格での有償貸付を推進して財源の確保
を図る。

計
画

実
績

総務部会
（企画情報課）

【幼稚園保育料の見直し】
近隣市町の状況及び震災復興状況等を勘案しながら、
平成26年度を目途に見直しを図る。 教育委員会部

会（管理課・学
校教育課）

計
画

実
績

計
画

実
績

【市民バス・市民タクシー利用料の見直し】
今後も利用促進に向けた広報活動を強化するととも
に、県内自治体運営のバス利用料を調査し、高校生等
の利用料の見直しについて検討する。

当市の月額保育料は、6,000円で、県内
市町村の平均月額保育料は5,950円で
あることから、据え置きすることとした。
引き続き慎重に見直しについては近隣
市町の状況を確認しながら検討を進め
ていく。

総務部会
（税務課）

計
画

実
績

１７

市税等収納率の向
上

引き続き収納率向上対策について関
係課と協議を行うとともに、計画期
間内における各収納率を、原則とし
て前年度実績を上回るように努め
る。また、市税等滞納整理対策本部
の取り組みを継続実施していく。

滞納者財産調査の徹底、差押え財産の換価実施、仙南
広域・宮城県との連携による滞納整理の実施、職員の
資質の向上等を図る。

滞納整理強化期間を設定し、納期内納
付の周知徹底、効果的な差押、コンビニ
納付など納税環境の整備を進め、収納
率の向上に努めてきた。
市税等滞納整理対策本部の取り組みを
継続実施し、収納率の向上を図ってい
く。

使用料・手数料等
の見直し

行政コストに見合った受益者負担の
徹底と適正化を図るため、すべての
使用料・手数料・利用料について、
今後も社会経済情勢の変化等を見き
わめながら目的、効果、公平性の観
点から適正な料金水準の検討を図
り、算定基準の明確化と定期的な料
金設定再検証制度を確立させる。

１６

番
号

夜間・休日収納窓口を開設し、959件、
9，280千円の収納実績となった。
預貯金、給与等の差押により、滞納処分
による市税充当実績額は19，336千円と
なった。
滞納整理強化期間を設定。対策本部に
よる法人事業所への訪問や夜間電話に
よる納税催告を実施した。

刈田病院シャトルバスの廃止に伴い、市
民バスによる代替路線を拡張したため、
運賃収入が増加した。また白石市地域
公共交通活性化協議会を設立し市民バ
スを中核とした地域公共交通網形成計
画の策定について協議した。今後、現行
運賃体系の検証や利用促進策について
本計画の中でも検討していく。

仙南市町の状況を調査した結果、平均
月額保育料は5,950円であったため、据
え置きとすることとした。

平成28年3月に条例改正し、平成28年４
月１日から使用料を見直した。

受益者負担の徹底と料金の適正化を図
るため、社会経済情勢の変化等を見極
めながら見直しの検討を進めた。

平成27年度取組実績
平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

3年間で土地8件、建物2棟、売却額1億5
千6百万円の実績があった。
未利用財産について、売却や貸付等有
効活用を図っていく。

平成27年度の売却実績
土地　2件　　560.22　㎡
　　            12,530,000円

受益者負担の徹底と料金の適正化を図
るため、社会経済情勢の変化等を見極
めながら検討を進めていく。

平成28年3月に条例改正し、平成28年４
月１日から使用料を見直した。
受益者負担の徹底と料金の適正化を図
るため、社会経済情勢の変化等を見極
めながら検討を進めていく。

受益者負担の徹底と料金の適正化を図
るため、社会経済情勢の変化等を見極
めながら検討を進めていく。

受益者負担の徹底と料金の適正化を図
るため、社会経済情勢の変化等を見極
めながら検討を進めていく。
また、地域公共交通網形成計画を策定
し、現行運賃体系の検証や利用促進策
について検討を行っていく。

受益者負担の徹底と料金の適正化を図
るため、社会経済情勢の変化等を見極
めながら見直しの検討を進めた。

実
績

計
画
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担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

587 1,097 1,606

継続実施 → →

-937 -4,430 -1,811

継続実施 → →

5,404 31,184 31,184

継続実施 → →

4,854 58,828 67,191

継続実施 → →

－ － －

検討実施 → →

479 400 500

検討実施 → →

144,876 143,751 142,638

検討 → →

120,192 108,126 119,832

検討 → →

（２）経費の節減と合理化

担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

2,815 2,815 2,815

継続実施 → →

4,311 2,015 2,015

継続実施 → →

2,613 2,613 2,613

継続実施 → →

2,613 3,030 346

継続実施 →

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）

今後も企業訪問（既存・新規）を継続するとともに、
宮城県企業立地セミナー（東京・名古屋）への参加や
ホームページ及びダイレクトメールによる情報発信を
行う。
宮城県等関係機関との緊密な連携の下に既存企業のサ
ポート及び新規企業の開拓に努める。
土地開発公社及び関係機関と協力し、工業団地等の工
場用地の確保に努める。

引き続きコスト管理を徹底し、経営基盤の強化を図る
とともに、適正な使用料について検討を行う。

具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等

１８

税外債権（各種使
用料等）の収納率
向上と適正管理

引き続き収納率向上に取り組むとと
もに使用料等の適正な債権管理を検
討実施していく。

税外債権（各種使用料等）を所管する各所属において
収納率向上対策を推進する。
【市営住宅使用料】夜間収納窓口の開設や分納誓約書
の履行等、収納管理を徹底するとともに滞納者及び連
帯保証人に対する対応を強化し、収納率向上を図る。
【債権管理条例の制定検討】市営住宅使用料や給食費
等、自力執行権がない私法上の債権を適正管理するた
め、地方自治法第２３６条第２項の「法律に特別の定
めがある場合」に基づく「債権管理条例」制定につい
て検討する。

全部会（税務
課）

計
画

実
績

滞納整理への早期着手、悪質及び高額
滞納者への対応を強化した。
また、収納向上委員会において検討の
結果、収納の一元化については難しいと
されたが、債権管理条例の制定につい
ては事務手続きを進めることとされた。

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容 平成27年度取組実績

総務部会
（総務課）

計
画

実
績

２２

特別職報酬等の見
直し

特別職報酬のカットを継続実施す
る。

引き続き市長10％・副市長及び教育長5％カットを平
成25年１月から平成28年10月まで継続実施する。

産業部会（企業
立地推進課）

計
画

実
績

上下水道事業
所部会

計
画

実
績

２０

新たな収入の確保 財政収支の均衡を図るため、新たな
収入の確保を図る。

総務部会
（総務課・財政
課・行革）
建設部会（都市
整備課）

【ネーミングライツ制度の導入】公共施設の命名権
（ネーミングライツ）制度の導入を検討する。
【城下広場駐車場の有料化】商店街活性化及び観光振
興等に配慮した有料化の検討、整備費用等費用対効果
の検討を行う。
【白石蔵王駅前第２駐車場】需要調査及び整備費用試
算等、費用対効果の検討を行う。
【有料広告事業の拡大】広報紙、市ホームページのほ
か、事務用封筒等有料広告事業を拡大し、新たな収入
の確保及び経常経費の削減を図る。

計
画

実
績

２１

２３

管理職手当等の見
直し

管理職手当のカットを継続実施す
る。

総務部会
（総務課）

引き続き平成25年４月より10％カットを継続実施す
る。

引き続き当初予算編成時のマイナスシーリング実施、
行革室との予算要求合同ヒアリング等を通じて、コス
トダウンの周知徹底・意識高揚を図る。

２４

経常経費の徹底的
な削減

全職員がコストダウンの意識を持
ち、徹底した物件費等経常経費の削
減を図る。

全部会
（財政課）

計
画

実
績

計
画

実
績

１９

企業誘致による税
収の確保

既存企業への支援はもとより、積極
的な企業誘致を行い、雇用の拡大と
税収の確保を図る。

経常経費のコストダウンの周知徹底を
図ったものの、老朽化した施設等の維持
管理において、経常経費の削減はなか
なか進まなかった。

効果額(対21年度比＊）

セコム工業㈱が白石インター工業団地
内に物流センターを移転拡張することが
決定し着工したことに際し、情報連絡を
密にしてきめ細やかな支援に取り組ん
だ。
事業所立地の支援及び企業の総合窓口
として、関係部署との調整・ワンストップ
サービスによる迅速な対応を継続すると
ともに、宮城県企業立地セミナー（東京、
名古屋）への参加やホームページによる
情報発信及び企業の動向把握に努め、
企業訪問を実施した。

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容

企業会計の経営健
全化（使用料の見
直し）

安定した経営基盤の確立・財務体質
の改善を図るため、適正な上下水道
使用料について検討する

上下水道事業財政収支計画に基づき経
営健全化に向け、コスト管理の徹底に努
めた。

市公式ホームページへの有料バナー広
告を掲載、白石蔵王駅東口駐車場を増
設するなど、新たな収入について効果
（増収）が見られた。

報酬について、市長10％、副市長及び
教育長5％削減を継続実施した。

管理職手当の10％削減を実施した。

分納誓約書の履行等の収納管理を徹底
し、滞納者及び連帯保証人に対する対
応を強化し、収納率向上に努めた。

平成27年度取組実績

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

平成25年には㈱ＰＡＬＴＡＣとメークス㈱
が、平成27年には㈱TBMが事業を開始
した。また、平成28年3月にはセコム工業
㈱物流センターが着工した。これらに関
し、情報連絡を密にし、かつ、きめ細や
かな支援の取り組みを行った。
今後も、市内既存企業のサポートに加
え、新規立地に向けて宮城県等の関係
機関と連携を取りながら、情報発信及び
企業立地動向の把握に努めていく。

新たな収入の確保を行うため、市公式
ホームページへの有料バナー広告の掲
載、白石蔵王駅駐車場増設などを行い、
新たな収入の確保に努めた。
今後も、経費節減と併せ、収入の確保を
進めていく。

上下水道事業財政収支計画に基づき、
コスト管理を徹底し、経営基盤の強化を
図るとともに適正な使用料に検討を行っ
た。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

引き続き平成28年10月まで、市長10％、
副市長及び教育長5％削減を継続実施
する。

平成28年3月31日まで10％削減を実施し
た。

施設等の維持管理においては、後年度
の改修経費を最小限にするため、周知
徹底が図られてきた。今後ともコストダウ
ンの意識共有を継続し進めていく。
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担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

1,000 1,000 1,000

継続実施 → →

-60 -1,897 -3,558

継続実施 → →

4,070 4,070 4,070

検討実施 → →

5,746 8,935 1,385

検討実施 → →

－ － －

継続実施 → →

39,677 63,765 389,142

継続実施 → →

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討実施 → →

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

実
績

計
画

計
画

実
績

インターネットや携帯情報端末等多様な情報発信媒体
の活用を図るとともに、今後も広報紙への移行が可能
なチラシを調査する等、チラシの削減を継続実施す
る。

時間外勤務の縮
減、振替・代休制
度等の活用

業務内容に見合った適正な人員配置
に努めるとともに、事務事業の効率
化を徹底し、振替・代休制度等の活
用により、時間外勤務の縮減とワー
ク・ライフ・バランス（仕事と生活
の調和）の実現を図る。

引き続き時間外勤務の縮減を継続実施する。

実
績

投票所数、投票時間、事務従事者等
のあり方について継続的に検討して
いく。

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容

今後も法令等義務的なものを除いて原則新規を認め
ず、負担金等の縮小に加え、効果の低いものや目的を
達成したものは積極的に廃止や退会、類似団体との統
合を図る。

実
績

城下広場駐車場トイレの清掃業務委託
契約を、市庁舎・健康センター等の複数
年度契約に統一し、委託料の削減に努
めた。また、空調管理業務や昇降機管
理等の長期継続契約について、契約年
数の延長を検討し、より効率的かつコス
トダウンを図った。

平成28年度当初予算編成時に前年度か
ら継続する補助金等について、廃止と
なったものはなく、新規10件、要求額が
前年度と同額であったもの92件、要求額
が前年度より増額となったもの18件、要
求額が前年度より減額となったもの19
件、合計139件について、審査により全
件について要求額どおり承認され、縮減
が難しかった。
また、平成27年度の実績額について、商
店街活性化対策補助金及び白石市農作
物有害鳥獣対策協議会補助金等に係る
一部補助金で支出増となった事が主な
要因でマイナスの実績となっている。

具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）

全部会
（財政課）

計
画

【投票所数の見直し】
投票所の統廃合を検討したが、投票率
の低下が懸念される等課題が多く、検討
にとどまった。
【高校生等による事務従事】
白石市議会議員選挙の投票事務つい
て、白石工業高校生徒１０名に事務従事
を体験した。
【投票時間の見直し】
平成23年度より各投票所の閉鎖時刻を
これまでより1時間繰り上げている。今後
とも継続実施する。

広報しろいしお知らせページに財団特集
を追加し、チラシを廃止した。フェイスブッ
クに170回の投稿を行い、市ホームペー
ジもリニューアルするなど多様な情報発
信と情報・広報紙の充実を図った。

振休、代休制度の活用を推進するととも
に、毎月第1水曜日を「ノー残業デー」と
して時間外勤務の縮減を実施した。

定住促進奨励金の見直しを行うなど、市
民の理解と協力を得ながら、円滑な制度
移行に努めた。
引き続き、奨励的報償費について市民
への周知を図り、理解と協力をいただき
ながら、改善を進めていく。

白石市公共事業コスト構造改善プログラ
ム（平成23～27年度、目標縮減率3％以
上）に基づき、3ヶ年で105件、492,584千
円のコスト縮減を図った。
平成28年度以降もコスト縮減に関する取
組みを推進していく。

山間部を中心とした投票所について、統
廃合、統廃合後の交通手段、投票率等
の問題を含め、慎重に検討を行った。ま
た高校生等による事務従事を積極的に
行い、選挙啓蒙を実施した。
投票所数及び投票時間の見直しについ
ては地域の実情及び利便性を勘案し、
継続して検証を進めていく。

広報しろいしへキューブなど財団に関す
る情報を掲載するとともに、公式ホーム
ページリニューアルやフェイスブックへの
投稿など配布チラシの削減と多様な情
報発信を行った。
引き続き、タイムリーな情報発信等充実
に努める。

振休、代休制度の活用を推進するととも
に、毎月第1水曜日を「ノー残業デー」と
して時間外勤務の縮減を実施した。今後
も事務事業の効率化を徹底するよう努め
る。

情報・広報紙等の
充実

情報・広報紙等の充実を図り、全戸
配布チラシの削減等について継続的
に検討していく。

公共工事のコスト
縮減・合理化

引き続き公共工事のコスト縮減を推
進していく。

平成23年度に策定した「コスト構造改善プログラム」
に基づき、引き続きコスト縮減を推進していく。

奨励的報償費等の
見直し

各種奨励的報償費・補助金等の見直
しを行う。

今後も社会経済情勢等の変化等を見きわめながら見直
しを検討していく。
【歳末見舞金の見直し】廃止も含めて支給のあり方に
ついて検討していく。

実
績

コスト縮減対象工事（契約金額130万円
以上）は81件で、そのうち実績のあった
工事が16件あり、合計で389,142千円
（14.67％）を縮減することができた。

【投票所数の見直し】投票所数の見直しを検討実施す
る。
【高校生等による事務従事】選挙に対する啓蒙（将来
の有権者としての意識改革）と経費の削減に資するた
め、高校生等による投開票業務の従事について検討実
施する。

３０

２７

２６

各種団体の負担
金・補助金・助成
金の合理化（協議
会・協会等の加入
見直し）

引き続き、市が加入している団体等
（協議会・協会）について、その意
義や費用対効果、関与のあり方など
について検証し、負担金等の縮小に
努めるとともに、必要に応じて加入
の見直し・類似団体の整理統合を図
る。

計
画

実
績

計
画

２５

既存委託業務・業
者の抜本的見直し

一括契約、複数年契約、業者の選定
見直し等を推進する。

総務部会
（総務課）

計
画

３１

総務部会（選挙
管理委員会）

総務部会
（総務課）

計
画

実
績

２８

２９

選挙事務等の見直
し

全部会
（行政改革推進
室）

全部会
（財政課）

全部会
（財政課）

引き続き継続実施する。

各種奨励的報償費の見直しを行ったこと
により、今年度も効果実績を得ることが
できた。

平成27年度取組実績

一括契約、複数年契約、業者選定の見
直し等について引き続き推進していく。

既存の負担金・補助金・助成金等につい
ては、減額、廃止、統合を進めてきた。
交付先団体等の運営状況、補助金等の
効率及び目的達成の度合いを考慮し、
費用対効果や団体等への関与のあり方
の検証に努めていく。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）
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担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

（３）予算の重点的配分

担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

－ － －

継続実施 → →

（１）組織機構の再編
担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討実施 → →

－ － －

検討 → →

－ － －

検討 検討実施 →

（２）定員の適正管理と人材育成の推進
担当部会

H25 H26 H27 （所管課）

144,343 144,343 144,343

継続実施 → →

150,708 158,640 103,116

継続実施 → →

３７

市立幼稚園・小中
学校のあり方につ
いての検討

急速な少子化の進展の中で、中長期
的な市立幼稚園・小中学校のあり方
について検討していく。

市立幼稚園、小中学校の配置等のあり方について、保
護者・教育関係者・地域の代表者等と現状や課題等を
交わしていく中で検討していく。

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）

実
績

３８

定員の適正管理 新たな定員適正化計画を策定し、事
業のスクラップ・アンド・ビルドを
基本にしながら、適正な職員数の維
持に努める。

引き続き定員適正化計画に基づいた定員管理を実施す
る。

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）

部・課・係の統廃合、人員配置の再検討を実施する。

番
号

項　目　名

番
号

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）

各事務事業で使用する資源やエネルギーを節減し、廃
棄物の減量・リサイクルを推進する。

実
績

計
画

効果額(対21年度比＊）

事業の選択と集中を図った予算編成とする。

３．機能的な組織機構の整備

３５

組織・機構の見直
し

人口減少・少子高齢化の進展の中、
新しい行政課題や多様な市民ニーズ
に対し適切に対応するため、担当部
課による検討部会を設置し、時代に
即した組織機構の見直しを行う。

全部会
（財政課）

計
画

実
績

平成27年度取組実績

実
績

計
画

計
画

市関連施設の環境管理活動の継続によ
り、省エネルギーの推進と環境負荷の低
減を図った。
また、環境管理活動における事務の省
力化を図るため、必要な調査検証を行っ
た。

実
績

全部会
（行政改革推進
室）

総務部会
（総務課）

計
画

平成２７年４月１日現在　３５６人
（平成２１年度３７９人）

小中学校あり方検討委員会からの答申
を受け、教育委員会において５回の審議
（平成２６年度から通算６回）を行い、具
体的に検討した。結果については広報し
ろいしで公表（平成２７年１０月号）すると
ともに、統廃合の対象となる学校の保護
者及び地区住民に説明会を行った（計１
１回）。

教育委員会部
会（管理課・学
校教育課）

計
画

実
績

計
画

平成27年度取組実績

３３

財政状況の周知徹
底による業務効率
化・スリム化

職員に対して財政状況の周知徹底を
図り、事業の必要性・妥当性を検証
し、事業の選択と集中を図る。

今後も予算編成方針説明会等において職員に対し財政
状況を周知徹底し、事業の選択と集中を図る。

総務部会
（財政課）

重点施策を考慮しながら、各所属による
事業の選択と集中を進めた。

全部会
（総務課・行革）

事務事業の整理・
統合・廃止

事務事業の整理・統合・廃止等に取
り組み、さらにワンストップサービ
スの推進等についても検証する。

適宜担当部課による検討部会を設置し、市行政事務改
善委員会での協議検討を経て整理統合、廃止等を実施
する。

予算編成方針説明会において財政状況
及び予算編成方針を周知するとともに、
事業の必要性を意識した予算要求となっ
ているかの検証等により事業の選択と集
中を図った。

当初予算要求時のヒアリングを行政改
革推進室と合同で行い、費用対効果を
意識した予算要求であるかの検証を
行った。今後も各所属による事業のスク
ラップ・アンド・ビルドを徹底し、選択と集
中を進める。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

組織再編検討委員会及び組織再編推進
委員会を設置し、協議を進め、H28年4月
から地方創生事業を円滑かつ効果的に
進めていくため、部の再編、企業立地定
住促進課の設置等を実施した。
引き続き組織機構の見直しの検討を進
めていく。

各所属からの提案に基づき、行政事務
改善委員会を開催し、整理統合・改善・
廃止等が検討された。
引き続き、効率的な事務を進めるため、
事業事業の改善に努めていく。

取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等

３６

H28年4月の組織再編に向け、組織再編
検討委員会等から出された意見を参考
に議論を発展、推進するため「組織再編
推進委員会」を4月に設置した。
9月議会で部設置条例等改正案を提出
し、H28年４月から組織機構の見直しを
行った。

各所属からの提案に基づき、行政事務
改善委員会を開催し、整理統合・改善・
廃止等を検討した。

実
績

３４

既存事業・新規事
業の凍結・延期・
縮小・廃止

政策的な面を踏まえつつ、スクラッ
プ・アンド・ビルドの徹底を図る。

平成27年10月の予算編成方針説明会に
おいて、職員に対し財政状況を周知徹底
し、予算の選択と集中を図るよう努め
た。

省エネルギーの推進と環境負荷の低減
の取り組みを進めた。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

平成27年度取組実績

平成27年度取組実績

３２

しろいしエコプロ
ジェクト
（もったいない運
動）の積極的推進

平成18年11月に策定したしろいしエ
コプロジェクトにより環境に配慮し
た事務事業を市民とともに取り組
み、環境負荷の低減と経費の削減を
図る。

民生部会
（生活環境課）

小中学校あり方検討委員会の設置な
ど、急速な少子化の進展の中で、あり方
等について検討された。
なお、平成２８年度においては統合対象
の３地域に「統合準備委員会」を設置し
統合に向けての具体的な検討、調整を
進めていく。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

定員適正化計画（平成27年3月策定）に
基づく人員管理を行う。計画に基づき
H32年度351人を目指す。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）
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担当部会

H25 H26 H27 （所管課）
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継続実施 → →

－ － －
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－ － －
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（３）職員の意識改革と資質の向上

担当部会
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番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等

３９

人材育成の推進と
活用

番
号

項　目　名 取　　　組　　　内　　　容 具　体　的　実　施　プ　ロ　グ　ラ　ム　等
効果額(対21年度比＊）

効果額(対21年度比＊）

計
画

実
績

総務部会
（総務課）

平成27年度取組実績

計
画

実
績

新たな評価者に対し、人事評価の研修
等を実施した。

人材育成を目的として人事評価、庁内外
研修を実施した。

４０

職員の主体的な自己啓発・意識改革
を促し、人材育成基本方針による職
場内外の研修や有益な人事交流を図
りながら、長期的な視点で職員の能
力開発及び資質の向上を効果的に推
進する。

引き続き各種研修等の実施とともに人材育成のツール
として人事評価制度を活用し、随時検証しながら実施
していく。

総務部会
（総務課）

平成27年度取組実績

人事評価制度の充
実

一人ひとりの職員の能力を最大限に
引き出し、組織の活性化を図るた
め、制度の充実を図る。

引き続き組織力の向上を図るため、スケジュール管理
を随時検証しながら実施し、職場環境の整備及び人材
育成を図る。

４１

行政評価制度の充
実

今後も適宜制度の改善・改良を図
り、職員の意識改革とともに各行政
改革と連動したより効果的・実践的
な評価制度を目指す。

計
画

実
績

総務部会（行政
改革推進室）

実
績

計
画

地方創生の総合戦略策定にあたって、
庁内の若手職員によるプロジェクトチー
ムを組織し、３３件の提案があった。
そのうち２５件が総合戦略の取組事業と
して採用となった。

引き続き市民への説明責任の確保や総合計画・予算編
成とも連動した評価制度の確立を目指し、より効果
的・実践的な行政評価手法を確立させていく。
また、新たな行政評価手法の一つである施策評価の取
り組み検討を併せて実施していく。

総務部会（行政
改革推進室）

集中改革プランを機軸とした評価によ
り、総合計画・予算編成等とも連動した
評価制度の確立を目指し、更なる市民
サービスと説明責任の向上を図った。

４２

職員提案制度の充
実

現在の制度を充実し、職員の意欲や
アイデアを提案できるよう創意工夫
を図る。

引き続き提案件数の増加に向けて、随時募集のほか、
期間・テーマを絞った募集を実施するなど制度の啓
発・活性化に努めていく。

多種多様、複雑化している住民ニーズに
対応できる、また時代を先読みできる職
員を育成するため、バランスの取れた研
修を引き続き実施する。

引き続き、職員の能力、業績が的確に評
価される人事制度と、分権時代にふさわ
しい能力を取得・向上するための人材育
成とを結びつけた総合的な取組みを図
る。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）

集中改革プランを機軸とした評価により
総合計画・予算編成等とも連動した評価
制度の充実を図ることができた。

地方創生の総合戦略策定において職員
提案制度を活用するなど、期間・テーマ
を絞り取り扱うことができた。
引き続き、提案内容の充実、件数の増加
に向け、制度の啓発・活性化に努めてい
く。

平成25～27年度までの取組総括（計画
達成度及び平成28年度以降の取組等）
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